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総 務 文 教 常 任 委 員 会 委 員 長 報 告 

 

 去る12月３日の本会議において、議長から本委員会に付託されました案件

は、議案３件及び請願１件です。本委員会は、所管部課長等の出席を求め審

査を行いました。以下、審査の経過と結果について順次報告いたします。 

記 

１ 審査年月日 令和２年12月７日(月) 

２ 場   所 委員会室２ 

３ 出 席 委 員      岡 村 有 正、中 村 洋 子、桜 井  卓、大 嶋 達 巳、

保 角 美 代、黒 澤 健 一、今 関 公 美 

４ 審 査 結 果      

「議案第92号」北本市税条例の一部改正については、挙手全員により原案

のとおり可決すべきものと決定しました。 

「議案第97号」北本市立堀の内集会所設置及び管理条例の一部改正につい

ては、挙手全員により原案のとおり可決すべきものと決定

しました。 

「議案第100号」財産の取得については、挙手全員により原案のとおり可

決すべきものと決定しました。 

「議請第３号」公共施設適正配置計画における、地区公民館等移転計画に

伴う各地域コミュニティ委員会の新たな活動拠点確保に関

する請願については、挙手全員により採択すべきものと決

定しました。 

 

◎「議案第92号」について 

（１）「この条例改正により対象となる団体等について」質疑したところ、
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「国公立大学については、埼玉大学と埼玉県立大学の２校になります。独立

行政法人については、国立女性教育会館等の５件になります。また、公益社

団法人・公益財団法人等については227件、学校法人については43件、社会

福祉法人等については858件、更生保護法人等については３件です」との答

弁がありました。 

（２）「条例改正による寄附金控除対象拡大の市民への周知方法について」

質疑したところ、「周知方法については、ホームページ等で周知をするとと

もに、申告期間中、会場に新たに対象となる内容をお知らせするポスター等

を用意する予定です」との答弁がありました。 

（３）「条例改正を知らずに申告漏れとなった場合の市としての対応につい

て」質疑したところ、「申告の段階で寄附先を確認し、対象となるものはそ

こで追加していだたきます。また、税務署から電子データ等で受け取るもの

がありますが、寄附先が明記されていない場合がありますので、職員が税務

署に調査に行くなどして寄附先を確認します。これまで県民税のみ対象だっ

たところ、市民税と県民税とがセットで対象になりますので、もし申告漏れ

があったとしても、市の方で修正します」との答弁がありました。 

本案に対する討論はありませんでした。 

◎「議案第97号」について 

（１）「「当該」という文言をなくしたのはなぜか」と質疑したところ、

「２号委員においては「小・中学校長代表者」としていますので、今回、そ

の表現と合わせる形で、これまでの「当該」という文言を省略しました」と

の答弁がありました。 

（２）「「地区住民代表者」の定義について」質疑したところ、「「地区住

民代表者」の定義等は特にありません。自治会長にするという案もありまし

たが、自治会長に限らず、自治会を代表する者に委員をお願いするというこ
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とで、このような表現としています」との答弁がありました。 

◎「議案第100号」について 

（１）「電子黒板の機能について」質疑したところ、「電子黒板は、画面に

直接書き込みを行うなどして、授業の際に通常の黒板のような形で表示・使

用できるものとなっています。活用方法については、今後納入される１人１

台の端末を使用して子どもたちがつくったものをモニターに映し出したり、

学校教育課で購入するデジタル教科書を映し出したりして授業を行うことが

できるようになります」との答弁がありました。 

（２）「財産の内容として示されている電子黒板等機器一式の「等」とは具

体的に何か」と質疑したところ、「モニターのラック、書画カメラ、ケーブ

ル一式で、モニターと同数の納品となります。台数については、中学校で73

台、小学校で122台となっています」との答弁がありました。 

（３）「運用開始に向けた教員の研修計画について」質疑したところ、「ま

ず第１回目として、実際に導入する機器を12月10日にメーカーの好意によ

り、市役所において学校の先生に対して操作等に関する研修を行います。そ

の後も、活用方法等の研修を行っていきますが、具体的な内容については、

メーカーや導入業者と相談、調整等の上、４月から本格運用できるよう取り

組んでいきたいと考えています」との答弁がありました。 

本案に対する討論はありませんでした。 

◎「議請第３号」について 

 本請願審査では、紹介議員及び請願者を招請し審査を行いました。 

 はじめに、紹介議員から請願趣旨の説明を受け、請願人の意見陳述を行っ

た後、質疑・答弁がありましたので、その内容について申し上げます。 

（１）「勤労福祉センターの廃止と代替方針に関して、事前に執行部からコ

ミュニティをどうするか等、話し合いはなかったのか」と質疑したところ、
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「市のほうからは何らコミュニティ委員会への説明、案内はありませんでし

た。広報きたもと６月号に適正配置計画に関する記事が出たため、くらし安

全課に伺って地域の人たちへの説明を求め、その後、勤労福祉センター内で

説明会を２回開いていただきました」との答弁がありました。 

（２）「説明会では勤労福祉センターの廃止について、具体的にどのような

形で進めるか説明はあったか」と質疑したところ、「栄小学校に公民館機能

を移転するという説明はありましたが、コミュニティの拠点をどうするのか

ということについては一切説明をいただいていません」との答弁がありまし

た。 

（３）「適正配置計画の策定にあたって、事前に各施設の利用状況等に関し

てヒアリングやアンケートはなかったのか」と質疑したところ、「市として

は市民アンケートやワークショップを実施したとのことですが、私たちとし

ては参加していないし、話も聞いていませんでした。各公民館等施設に関す

る利用状況等については、例年、コミュニティ協議会を通じて生涯学習課に

提出しています」との答弁がありました。 

（４）「請願事項の２にある「具体的内容を示すこと」について、今後４０

年をかけて進める計画に対して、示されたい時期をいつごろまでにという考

えはあるか」と質疑したところ、「もっと密な検討が必要で、丁寧に、コミ

ュニティ協議会というよりも市民のコミュニティがどう成り立つのかという

ことを、今後の人口減、税収減の中でも行政として真摯に受け止めて計画を

練っていただければという考えです。お互いに手を取りながら北本の大事な

このコミュニティを残すために検討していただければと思っています」との

答弁がありました。 

（５）「請願事項で言われている代替施設はどのようなイメージなのか」と

質疑したところ、「代替施設という考えは、勤労福祉センターやコミュニテ
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ィセンターを廃止するだけでいいのか、それに代わる何らかの施設はやはり

必要ではないかということで出てきたものと考えます。コミュニティ委員会

の活動は、拠点施設があるということで全国的にも特異な活動が展開されて

きた事実がありますので、（仮称）市民活動交流センターのあり方を議論す

べきという問題提起を含んでいるものと考えています」との答弁がありまし

た。 

（６）「地域のコミュニティというものが担っていく役割をどのように考え

ているか」と質疑したところ、「コミュニティというのは押さえつけてやる

活動ではなく、自分たちが苦しい時も楽しい時も一つになって活動する組織

であり、自立と連帯が基本だと考えています」との答弁がありました。 

本請願に対する討論はありませんでした。 

 

 以上報告いたします。 

 令和２年12月22日 

総 務 文 教 常 任 委 員 会 

委員長 今 関 公 美 

 北本市議会議長 滝 瀬 光 一 様 


